
令和　　年　　月　　日

   山梨県知事　　殿

申込人氏名　　　　　　　　　　印

次のとおり県営住宅に入居したいので、山梨県営住宅設備及び管理条例第8条第1項の

規定により申し込みをします。

　　山梨県営住宅入居申込書 　　　　　　　　　　　

生年月日

年　齢

前年の総収入額合計

(　　)内平均月収

※　記載していただいた個人情報は、県営住宅入居決定及び入居者管理事務のために利用し、他に利用することはありません。

　　　　　　　　　　　　

第1号様式(第2条関係)

〒

〒

〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申　込　区　分

　　　　　　　　　　団地

特記事項性別 続柄 職業
前年の収入

総額()内平均月収

1

2

3

4

5

フリガナ

氏　名

6

7

申込人

(この入居申込書の有効期限は1年間です。)

フリガナ

氏　　名

本籍地

現住所

勤務先の

所在地

勤務先の

名　　称

入居世帯員計　　　　　名

*収入分

位
1・2・3・4 ※最終審査結果 適　・　不

申

込

人

一般電話 ( )

携帯電話 ( )

電話 ( )

業務内容

地位

通勤の交通機関

所有時間

大昭

平令 年 月 日 才

                   円

(                    円)

                   円

(                    円)

                   円

(                    円)

                   円

(                    円)

                   円

(                    円)

                   円

(                    円)

                   円

(                    円)

入

居

す

る

世

帯

構

成

員

                    円

(                   円)

年齢

才

生年

月日
大昭平令 年 月 日

大昭

平令 年 月 日 才

大昭

平令 年 月 日 才

大昭

平令 年 月 日 才

大昭

平令 年 月 日 才

大昭

平令 年 月 日 才



フリガナ

氏　名

本籍地

勤務先又

　は職業

【承諾事項】契約書提出時には、保証能力を証明する書類として、市町村役場発行の『所得証明書』の

提出をもって124万8千円を超える所得額があること、又は『固定資産税納税証明書』の提出をもって

単独名義の固定資産税を5万円以上完納していることのどちらかを証明致します。

　また、契約書には申込者と連署で署名及び実印を捺印し、印鑑登録証明書を提出致します。

    (注)この申込書提出時には『印鑑登録証明書』・『所得証明書』又は『固定資産税納税証明書』をご提出頂く

　　　必要はありません。(入居決定後に、契約書類としてご提出いただきます。)

 　  参考：民法第446条(保証人の責任)　第454条(連帯保証の場合の特則)

　　保証人は、主たる債務者がその債務を履行しないときに、その履行をする責任を負う。

　　保証人は、主たる債務者と連帯して債務を負担したときは、第452条、第453条の権利を有しない。

□別紙申立書のとおり、相当な努力を払いましたが、連帯保証人を見つけることが出来ませんでしたので、

家賃等債務保証業者の利用を希望します。なお、期日までに保証契約書を提出いたします。

　　　　

過去県営団地申込み回数　　　　　　　　　　回

どちらか記入

住宅困窮要因

(該当数字を〇で囲むこと)

　　　才

現住所

　　　　　　　印
年

齢

電話 ( )

124万8千円を超える

所得金額がある場合

単独名義の固定資産税が

5万円以上ある場合

前年の所得金額

円

前年度固定資産富額

円

連

帯

保

証

人

誓 約 書
この申込書に記載した事項は、すべて事実に基づくことを誓約します。

この申込書において、虚偽の申立てをしたときは、県営住宅の申込書の無効処分又は県営住宅入居決定

通知の取消しをされても異議を申し立てません。

令和 年 月 日 申込人氏名 印

生年

月日
大昭平令 年 月 日生

記載要領

県営住宅入居申込書の記入上の注意事項(よく読んで記入してください)

1、本籍地、現住所及び勤務先の所在地については、番地まで、記載すること。

2、勤務先の名称は、略称を用いず正しい名称を記入すること。

3、入居する世帯構成員の続柄は、申込人を中心として父、母、妻、婚約者、長男、長女というように記載す

ること。

4、前年の収入総額は、月収証明書に記載されている額(未控除のもの)記載すること。

5、特記事項欄には、申込人以外の月収のある者の勤務先の名称、所在地及び職務内容並びに所得税法第2条

に決定する障害者、特別障害者、老年者又は寡婦である場合には、その旨を記入すること。

6、※印欄は記入しないこと。

〒 －
電話 ( )

申請人との関係

申込みの理由

(できるだけ詳しく記載すること。)

1 住宅でないところに住んでるいるため

2 同居しているため

3 住居が狭いため(1人2.5帖割合)

4 家賃が高くて負担困難のため( 円/月)

5 立退要求を受けているため

6 建物が古くて危険なため

7 家がないので結婚できないため

8 遠距離通勤のため

9 その他


